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一般財団法人宇宙システム開発利用推進機構

２. Ｊ 太陽光発電無線送受電技術の
研究開発の概要について

（終了時評価）
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２．Ｊ．１.太陽光発電無線送受電技術の研究開発の概要

概 要

実施期間

予算総額

実 施 者

平成２１年度～平成２６年度 （６年間）

１６．５億円（委託）
（平成２１年度：１．５億円、平成２２年度：２．１億円、平成２３年度：１．５億円

平成２４年度：１．５億円、平成２５年度：３．９億円、平成２６年度：６億円）

・一般財団法人宇宙システム開発利用推進機構（マイクロ波による精密
ビーム制御技術の研究開発）

・三菱重工業株式会社（位置・角度補正法及び並列化法による電送制御
技術に関する有効性検討）

・株式会社三菱総合研究所（無線送受電技術研究開発支援業務）

宇宙太陽光発電システム(SSPS)に不可欠な精密ビーム制御技術
の研究開発を行うことにより、SSPSの実現を目指すことを目的とす
る。本技術は、複数のフェーズドアレイアンテナ間の位相同期を行
い、レトロディレクティブ技術を活用し、マイクロ波ビームを受電アン
テナに向けて電力伝送するものである。研究開発の実行において
は、高効率・軽量薄型・高精度を実現するための個別要素技術を獲
得し、送電系・ビーム方向制御系・受電系をトータルに考えたシステ
ム実証を行う。また、当該技術の地上での応用を図る。

J - 2



２．Ｊ．２.プロジェクトの目的・政策的位置付け

宇宙基本計画やエネルギー基本計画において、将来の新エネルギーとして、宇宙太陽光発電シス
テムの技術開発の必要性が位置づけられている。

○宇宙基本計画（平成27年1月宇宙開発戦略本部決定）抜粋

エネルギー、気候変動、環境等の人類が直面する地球規模課題の解決の可能性を秘めた「宇宙
太陽光発電」を始め、宇宙の潜在力を活用して地上の生活を豊かにし、活力ある未来の創造につ
ながる取組に関する研究を推進する。

○エネルギー基本計画（平成26年4月閣議決定）抜粋
宇宙太陽光発電システム(SSPS)の宇宙での実証に向けた基盤技術の開発などの将来の革新

的なエネルギーに関する中長期的な技術開発については、これらのエネルギー供給源としての位
置付けや経済合理性等を総合的かつ不断に評価しつつ、技術開発を含めて必要な取組を行う。

○エネルギーの安定供給の確保、地球環境問題等への対応の観点から、石油代替エネルギーの導
入拡大を図ることが重要である。

○宇宙太陽光発電システムは、発電時の温室効果ガスの排出がなく、地上太陽光発電と異なり昼夜・
天候に左右されることなく発電が可能となり、ベースロードとしての活用が期待されている。

○本事業では、将来の新エネルギーシステムとして期待される宇宙太陽光発電システムの中核技術
であるマイクロ波による無線送受電技術を確立することを目的とする。

政策的位置づけ

事業の目的
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２．Ｊ．３.目標

項目 目標・指標 妥当性・設定理由・根拠等

総合シス
テム

無線送受電技術の確立に向け、送電系・ﾋﾞｰﾑ
方向制御系・受電系をトータルに考えた精密
ビーム制御マイクロ波送受電技術の研究開発
を行う。最終年度には試験モデルによるシステ
ム実証を兼ねた伝送試験を行う。

将来SSPS用マイクロ波電力伝送技術を念頭に、地上実
証課題や技術実現性を考慮して課題を抽出して研究開
発を行う。また取り組むべき技術に取り残しが出ないよ
う、システム全体としての送電実験を計画する。なお、技
術成果を高める為、送電部、受電部、ビーム方向制御
部は、それぞれ専門性の高い部署で担当させる。

送電部 将来の軌道上実証への応用を考慮し、小型・薄
型・高効率化を志向した半導体を使用し、複数
の送電モジュールによるフェーズドアレイアンテ
ナを開発する。マイクロ波の位相同期を図りつ
つ、キロワット級のエネルギーを送電可能なも
のとする。

商用SSPSの送電部は宇宙に設置された大量のアンテ
ナパネルを組み合わせた巨大なシステムとなるため、小
型化・薄型化・高効率化が求められる。また、通信用
フェーズドアレイの域から脱するためにも送電出力電力
はキロワット級とする。

受電部 伝送されてくるマイクロ波を複数の受電モジュー
ルで受け、効率よく電力として取り出す整流アン
テナ（レクテナ）を開発する。あわせて変換効率
の高い整流素子（ダイオード）を開発する。

伝送されるマイクロ波エネルギーを測定するだけではな
く、利用可能な電力に変換して高効率でとり出す技術が
求められる。また高効率化実現のための整流素子ダイ
オードの技術開発が必要である。

送電制御
技術

精密なビーム制御技術の研究開発として、位
置・角度補正法（ＰＡＣ法）及び並列化法による
送電制御技術に取組み、実現性や有効性を明
らかにする。

超遠距離送電を行う将来のＳＳＰＳを見据えた精密な
ビーム制御技術が求められる。複数の技術から選択で
きる余地を確保しておく必要がある。
ＪＡＸＡの方法（ＲＥＶ法）とは異なる手法についても並行
して検討する。

試験候補
地調査 国内における屋内・外の試験候補地調査を行い

選定する。また、マイクロ波電力伝送試験実施
に必要な課題を抽出してその対応法を見出す。

試験作業を円滑に遂行するための周辺作業が本研究
開発の成否に大きく寄与する。
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２．Ｊ．３.目標(続き）

項目 目標・指標 妥当性・設定理由・根拠等

関連技術
動向調査

本研究開発と密接に関連する国内外の研究動
向について明らかにする。

本研究開発に関連する技術情報や動向を広く収集し、
必要に応じて本研究開発計画に反映する。

無線送受
電スピン
オフ技術

成熟度の高い技術を活用して、産業応用を目
指した低コスト実証システム（送電出力10kW
程度、送電距離500m程度）を試作評価する。
また、電力事業者の観点から適用可能性を検
討する。

マイクロ波無線送電は他方式と比べ長距離間の送受電
が可能であり、低コスト化システムを試作することで産
業応用に大きく寄与する。また、電力事業者による適用
可能性検討は実施意義が大きい。
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２．Ｊ．４.成果、目標の達成度

項目 目標・指標 成果 達成
度

総合シス
テム

無線送受電技術の確立に向け、送電系・
ﾋﾞｰﾑ方向制御系・受電系をトータルに考え
た精密ビーム制御マイクロ波送受電技術
の研究開発を行う。最終年度には試験モ
デルによるシステム実証を兼ねた伝送試
験を行う。

マイクロ波電力伝送試験モデルを試作した。本試験モ
デルを用いて、マイクロ波電力伝送試験を実施した。
5.8GHz帯でフェーズドアレーアンテナを用いてキロワッ
ト級マイクロ波ビームの制御システムの屋外無線送電
としては、世界的に類を見ない実験の成功となった。

達成

送電部

将来の軌道上実証への応用を考慮し、小
型・薄型・高効率化を志向した半導体を使
用し、複数の送電モジュールによるフェー
ズドアレイアンテナを開発する。マイクロ波
の位相同期を図りつつ、キロワット級のエ
ネルギーを送電可能なものとする。

薄型・高効率のフェーズドアレイアンテナからなる送電
モジュールを開発した。
送電部は4枚の送電モジュール（アンテナ数1216素子）
を組み合せ、約1.8kWの電力を送電可能である。

達成

受電部

伝送されてくるマイクロ波を複数の受電モ
ジュールで受け、効率よく電力として取り
出す整流アンテナ（レクテナ）を開発する。
あわせて変換効率の高い整流素子（ダイ
オード）を開発する。

市販のショットキーバリアダイオードを使用し、36個の
受電モジュール（アンテナ数2304素子）で構成する、大
規模で高効率動作する受電部を開発した。これと並行
して、窒化ガリウム（GaN）を使用した高効率整流素子
（ダイオード）を試作評価した。

達成

送電制御
技術

精密なビーム制御技術の研究開発として、
位置・角度補正法（ＰＡＣ法）及び並列化法
による送電制御技術に取組み、実現性や
有効性を明らかにする。

両手法の伝送効率の低下量や不要波の発生レベルに
ついて解析・試験を行い、将来のＳＳＰＳへ適用可能で
ある見通しを得た。

達成
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２．Ｊ．４.成果、目標の達成度（続き）

項目 目標・指標 成果 達成
度

試験候補
地調査

国内における屋内・外の試験候補地調査
を行い選定する。また、マイクロ波電力伝
送試験実施に必要な課題を抽出してその
対応法を見出す。

国内における屋内・外のマイクロ波電力伝送試験候補
地調査を行い、要件に適合する試験地を選定した。ま
た、試験実施に係わる課題を抽出し、対処法を考えた。

達成

関連技術
動向調査

本研究開発と密接に関連する国内外の研
究動向について明らかにする。

国内外のＳＳＰＳ研究開発動向を調査し、本研究開発
との関連などについてまとめた。また、「マイクロ波の
植物への影響」に関する研究動向について整理した。

達成

無線送受
電スピン
オフ技術

成熟度の高い技術を活用して、産業応用
を目指した低コスト実証システム（送電出
力10kW程度、送電距離500m程度）を試作
評価する。また、電力事業者の観点から
適用可能性を検討する。

2.45GHz帯で電送距離約500mにおいて約10kWの送電
出力実験を行い、制御された条件下での動作を確認し
た。国内では最長、最大級電力の屋外無線送電実験
に成功した。また、電力事業者の観点から、航空障害
灯等の電力インフラへの適用可能性を検討した。

達成
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目的：将来の宇宙太陽光発電の実現に向け、エネルギー伝送技術についての地上実証を進める

１）マイクロ波ビーム方向を任意に制御可能な半導体増幅器を使用したフェーズドアレイアンテナ。キロワット級電
力伝送技術で、かつ受電方向からの信号に基づく精密方向制御を組み込んだ世界初の電力送電に成功。

２）半導体増幅器自体にも、窒化ガリウムを基板にしてＦ級増幅回路技術を採用し、電力付加効率(PAE)で世界最
高水準（単体最高70.5％）の素子を適用した送電用サブアレイアンテナを試作（平均PAE60％以上）。

３）システムの小型化を指向して送電周波数に5.8GHzを適用し、かつ回路構成を工夫した薄型送電用サブアレイ
アンテナ。従来実績の約1/10程度の画期的な薄さ（突起部含まず25mm）。

４）窒化ガリウムを採用しRF-DC変換効率80％以上を目標とした素子（ダイオード）の試作評価。世界最高水準の
効率。

試験モデル概念図

マイクロ波電力伝送試験モデルの特徴

項目 将来の発展性・利点

フェーズドアレイアンテ
ナを使用

従来のパラボラアンテナに比べ、将来の宇宙での
大型アンテナ構築につながる技術

電力伝送周波数に
5.8GHzを使用

従来の2.45GHzに比べてシステムの小型化が可能
となり、将来の宇宙への輸送に有利

半導体増幅器を使用
従来のマグネトロン(電子管)方式に比べて薄型化
に有利。また低電圧での動作も宇宙での使用に向
く

ソフトウェアレトロディ
レクティブ方式を使用

送受電の周波数が任意に選択可能であり、パイ
ロット信号に変調波や鍵機能を付与することも可能

コンセプト：●技術的に新しい一歩（世界で初めて）
●軌道上実証実験に技術的につながる試作

実証試験の成果
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総合システムの研究開発

(5m)

送電部

53.8m（水平距離）

(2.1m)
(32°)

(1m)
（送電部開口中心と平坦部の端）

(5°)

窪地

盛り土斜面

傾斜部

受電部前方

パイロット信号
（2.45GHz／LHCP）

PILOT-RX
（各Arrayの中心）

(3°)
受電部

試験セットアップ状況

受電部状況送電部設置状況

屋外試験コンフィギュレーション

5.8GHz帯でフェーズドアレーアンテナを用いて、キロワット級マイクロ波ビーム制御システムの
屋外無線送電としては、世界的に類を見ない実験の成功となった。
送電部から約1.8kWを出力し、受電部から約340W平均の利用可能電力の取出しを確認した。
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送電部の小型・軽量・高効率化に向けた研究開発 （１／２）
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半導体増幅器自体にも、窒化ガリウムを使用してＦ級増幅回路技術を採用した、電力付加効
率で世界最高水準の素子を適用した送電用サブアレイアンテナを開発した。

HPAパッケージ （内部）

HPAモジュール （外観）
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送電部の小型・軽量・高効率化に向けた研究開発 （２／２）

サブアレイ厚さ：25mm（突起部含まず）

4素子サブアレイアンテナ

マイクロ波増幅器、位相器

分配回路

システムの小型化を指向して送電周波数に5.8GHzを適用し、かつ回路構成を工夫した薄型送
電用サブアレイアンテナを開発し、従来実績の約1/10程度の画期的な薄さを実現した。
4枚の送電モジュール（アンテナ数1216素子）で構成した。
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受電部の研究開発

市販のショットキーバリアダイオードを使用し、36個の受電モジュール（アンテナ数2304素子）
で構成する、大規模で高効率動作する受電部を開発した。
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基本波及び高調波 

をブロック 

基本波を通過 

高調波をブロック 

受電部の高効率整流ダイオード開発に向けた研究開発

開発方針（ﾀﾞｲｵｰﾄﾞﾊﾟﾗﾒｰﾀ）
Rs : Low
Cjo : Low
Vbi : Low
Vbr: High

窒化ガリウム（GaN）を使用した高効率整流素子（ダイオード）を試作評価して変換効率
71.4%を確認した（5.8GHz帯GaNダイオードで世界最高水準）。
また、今後の性能向上に向けた課題および改善策を抽出した。

更なる性能向上に向けて
目標効率（80％）を実現するためのダイオードパラメータは、パラメータ

ごとに実現できることを、試作を通して確認した。
これをダイオードとして実現するためには、次の研究開発が必要となる。

・立上り電圧が低いショットキー電極材料の選定と特性把握および
特性安定化

・損失要因となる抵抗低減のために、低抵抗GaN層の厚みを薄くする
製造技術
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θ

地上からの
パイロット信号

パイロット信号の
到達位相φ

パネル角度

パイロット到達位相と
同位相の位置候補

基準パネル位置

基準パネル

⑤パネル位相を設定

　④よりパネル位置Rijに相当する送電マイクロ

波位相を補正する。

R1ｊR1ｊR1ｊ

②

③

④

θkｊ

R2ｊR2ｊR2ｊ

Rkｊ1Rkｊ2Rkｊ3

R(k-1)ｊ3 R(k-1)ｊ2 R(k-1)ｊ1

⑤①

④パネル位置Rijを特定

　　 (i=1～k、j=1～l (パネル番号))

　②と③よりパネル位置Rij(i=1～k)を一意に特

定する*。

③パネル角度θijを推定

　 　(i=1～k、j=1～l (パネル番号))
　パイロット信号を用いたレトロディレクティブ方
式により推定する。

②パネル位置候補（Rij1,Rij2・・・Rijn)を推定

　 　(i=1～k、j=1～l (パネル番号))
 パイロット到達位相φより推定する。

①パイロット信号到達位相φを検出
 パネル間位相の基準信号とパイロット信号を
用いて、到達位相φを検出する。

　位置・角度補正法は、地上からのパイロット信号を利用して、各送電パネル部の位置ズレを推定
し、ズレている分だけ各送電パネル部の基準信号の位相を予め補正する。

f0+f1
送電マイクロ波 Φ1

Φ2

パネル#2

f0：送電マイクロ波中心周波数

f1：パネル1　変調周波数
f2：パネル２　変調周波数

パネル#1

受電側基準信号

f0

受電側基準信号

f1 f2 周波数

振幅

cosΦ1

cosΦ2

f1 f2

振幅

sinΦ1
sinΦ2

受電側

φ1

φ2

周波数

受電側基準信号と
パネル#1との位相差

受電側基準信号と
パネル#2との位相差

③

④

③

⑤パネル位相を設定

⑤f0+f2

④各パネルへ位相補正
情報を送信する。

③各パネルの変調周波
数の振幅から、基準信
号との位相差を検出す
る。

②受電側において、受
電側基準信号と位相比
較する。

①各パネルで基準信号
を変調周波数により変調
して送信する。①

位相比較
器

I/Q変換

②

　並列化法は、送電パネル部毎に送電電波の周波数変調を行ない、受電側で基準となる周波数との重
ね合わせをすると、位相の誤差分だけ変調周波数に出力が発生する原理を利用して、送電パネル部毎
の位相の誤差を検知し、検知した誤差分だけ各送電パネル部の基準信号の位相を予め補正する。

伝送制御技術の研究開発

PAC法（位置･角度補正法） 並列化法

将来SSPSでの有効性確認を行い、PAC法にやや課題があるものの、並列化法の有効性が明らかになった。
実現性についても解析、要素試作試験、原理モデル試作試験を行い、総合的に十分な制御性能を確認した。

目標値 PAC法 並列化法
伝送効率

低下量

１．０％

以下
２．５％ １．１％

不要波

発生ﾚﾍﾞﾙ

０．３W/㎡
以下

０．５W/㎡ ０．３W/㎡

有効性検討結果
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無線送受電スピンオフ技術の研究開発

成熟度の高い技術を活用して、産業応用を目指した低コスト実証システムを試作評価した。
2.45GHz帯で電送距離約500mにおいて約10kWの送電出力実験を行い、制御された条件下
での動作を確認した。国内では最長、最大級電力の屋外無線送電実験に成功した。

送電ユニット 計測ユニット

J - 15



２．Ｊ．５.事業化、波及効果

○本研究開発を通じてマイクロ波による無線送受電技術の確立を目指すにあたり、
次の項目をコンセプトとした。
・ 技術的に新しい一歩（世界で初めて）
・ 軌道上実証実験に技術的につながる試作

○マイクロ波電力伝送試験モデル送電部のモジュールは、商用SSPS構造ユニットの
モジュールを模擬した。

 サブアレイ　４ｘ４アンテナ（0.125ｍｘ0.125ｍ）

モジュール　0.5ｍｘ0.5ｍ

構造ユニット　0.5ｍｘ5ｍ（構造最小単位）

ユニットアセンブリ（500ｍｘ475ｍ） システム（2500ｍｘ2375ｍ）

送信アンテナ

送信受信共用アンテナ

１ユニット（100ｍｘ95ｍ）

サブアレイ　４ｘ４アンテナ（0.125ｍｘ0.125ｍ）

モジュール　0.5ｍｘ0.5ｍ

構造ユニット　0.5ｍｘ5ｍ（構造最小単位）

ユニットアセンブリ（500ｍｘ475ｍ） システム（2500ｍｘ2375ｍ）

送信アンテナ

送信受信共用アンテナ

１ユニット（100ｍｘ95ｍ）

○宇宙太陽光発電システムの政策的な目標は石油代替エネルギーとしての導入、
２０５０年までの温室効果ガス排出量半減などであり、事業化計画は長期的なも
のである。本研究開発成果が次なる宇宙実証ステップに向けての技術インプット
となり、事業化に向けての一里塚であるとの位置づけである。
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○本研究開発で取り組んだマイクロ波半導体増幅器などは携帯電話やマイクロ波通
信で使用される増幅器と同列の技術であり、高効率化技術がこの分野に寄与す
る。

○高効率受電整流ダイオードについては、電子レンジ内の無用マイクロ波の回収や、
空間電波のエナジーハーベスト機器に必須な回路素子として活用される技術であ
る。

○それらマイクロ波無線電力伝送試験の成功は、新聞等に加えてテレビ番組でも取
り上げられ注目された。今年度に入ってからも、引き続き新聞取材、ラジオへの電
話生出演、雑誌特集記事掲載依頼など注目が続いている。

○実験後には、外国を含む多方面から問合せがあり、無線によるエネルギー伝送、
宇宙太陽光発電に関心を集めた。

２．Ｊ．５.事業化、波及効果（続き）

○送電部は、輸送に大きく影響を与える薄型・軽量化において、商用SSPS電気的コア
部分約4mmに対して25ｍｍ（サブアレイ厚さ）、同10g/Wに対して約36g/W（サブアレ
イのみ）である。実用化には更なる高効率化や薄型・軽量化が必要であり、「太陽
光発電無線送受電高効率化の研究開発」事業において取り組んでいる。
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SSPSからのマイクロ波を拡散させ、離散的に存在する不特定多数のレクテナ（省電力で駆動するセンサー、
携行型省電力電子機器などに取付け）により必要なだけ電力を取得することができる。

（都市部で） （郊外で） （災害緊急時に）

（電気自動車無線給電応用） （建物内ユビキタス電源応用）

技術波及応用の可能性
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２．Ｊ．６.研究開発マネジメント・体制等

委員長：
篠原真毅 京都大学教授
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２．Ｊ．７.前回の中間評価（平成２３年度）の結果

○ 事業（プロジェクト）によっては、既に確立されつつある技術の実用化と長期的な観点から
技術レベルの向上を図るものがある。両者とも全体としての目標と、それを具体化するため
の個別要素技術の達成目標を立てて事業化してゆくのが望ましい。（全事業共通）

○ 目標設定が必要性によって決定されることが重要であり、達成可能見込みから判断して
目標設定が付けられることがないかを注視する必要がある。（全事業共通）

【総合評価】

【対応方針】

○各プロジェクトは、前述のとおり、全体目標とそれを達成するための個別要素技術の目標
を立てて実施しており、引き続き事業化に向けて取り組んでまいりたい。なお、本事業におい
ては、宇宙太陽光発電システムの中核技術であるマイクロ波による無線送受電技術の確立
を目的として、安全性や効率性の確保に不可欠な精密ビーム制御技術の研究開発を実施し
ている。

○目標を設定する際には、事業者側からのみならず、利用者の視点も踏まえた目標となるよ
う努めているところである。なお、本事業においては、世界初となる送受電装置の薄型化、高
効率化を目標として実施している。
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